様式１
                                                                  番　　　号
                                                                  年　月　日
  株式会社日本総合研究所
　代表取締役社長　木本泰行　殿
住　　　所
申請者　名　　　称
代表者等名　　　　　　　　印
住　　　所
共同申請者　名　　　称
代表者等名　　　　　　　　印
住　　　所
共同申請者　名　　　称
代表者等名　　　　　　　　印
平成２１年度省エネルギー計測監視等推進事業補助金交付申請書
  省エネルギー対策導入促進事業費補助金（省エネルギー計測監視等推進事業）交付規程第５条第１項の規定に基づき、下記のとおり経済産業省からの省エネルギー対策導入促進事業費補助金交付要綱第３条に基づく国庫補助金の交付を申請します。
記
１．補助事業の名称
２．補助事業の目的及び内容
３．補助事業の実施計画
４．補助金交付申請額
  (1)補助事業に要する経費
  (2)補助対象経費
  (3)補助金交付申請額
５．補助事業に要する経費、補助対象経費及び補助金の配分額（別紙１）
６．補助事業に要する経費の四半期別発生予定額（別紙２）
７．補助事業の開始及び完了予定日
  (1)開始年月日
  (2)完了予定年月日
（注）１．この申請書には、以下の書面を添付すること。
(1)　申請者の経理の状況及び補助事業に係る資金計画を記載した書面
(2)　申請者が申請者以外の者と共同して補助事業を行おうとする場合にあっては、当該事業に係る契約書の写し
(3)　その他日本総研が指示する書面
２．消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額を減額して申請する場合は、次の算式を明記すること。
      　　補助金所要額－消費税及び地方消費税に係る仕入控除額＝補助金額
※株式会社日本総合研究所の省エネルギー対策導入促進事業費補助金（省エネルギー計測監視等推進事業）は、経済産業省が定めた省エネルギー対策導入促進事業費補助金交付要綱第３条に基づく国庫補助金を交付するものです。
（別紙１）
補助事業に要する経費、補助対象経費及び補助金の配分額
                                                                 　（単位：円）
	補助対象経費の区分
	補助事業に要する経費
	補助対象経費の額
	補助率
	補助金の交
付申請額

	
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	


（別紙２）
補助事業に要する経費の四半期別発生予定額
                                                                 　（単位：円）
	 補助事業に要する経費の区分
	               補助事業に要する経費

	
	  第１・
  四半期
	  第２・
  四半期
	  第３・
  四半期
	  第４・
  四半期
	 　 計

	
	
	
	
	
	

	   　　合　　　　計
	
	
	
	
	


平成２１年度「省エネルギー計測監視等推進事業」補助事業計画書

	申請者名称
	

	補助事業者種別
	省エネ診断事業者　／　建築主等

	（該当する場合のみ）

共同申請者名称
	建築主等名称



	
	リース事業者名称



	総括事業代表者

（プロジェクトリーダー）
	氏名（ふりがな）
	

	
	所属部署名
	

	
	役　　　職
	

	
	所　在　地
	〒



	
	電話番号

（代表・直通）
	

	
	ＦＡＸ番号
	

	
	Ｅ－ｍａｉｌ
	

	経　理　担　当　者
	氏名（ふりがな）
	

	
	所属部署名
	

	
	役　　　職
	

	
	電話番号

（代表・直通）
	

	
	ＦＡＸ番号
	

	
	Ｅ－ｍａｉｌ
	


「受付番号」は日本総研で記入。

「連番」は省エネ診断事業者が複数の建築主等と共同申請する場合に（連番／全申請数）を記入。

	共同申請者１　担当者
	名称
	

	
	種別
	建築主等　／　リース事業者

	
	氏名（ふりがな）
	

	
	所属部署名
	

	
	役　　　職
	

	
	所　在　地
	〒



	
	電話番号

（代表・直通）
	

	
	ＦＡＸ番号
	


	
	Ｅ－ｍａｉｌ
	

	共同申請者２　担当者
	名称
	

	
	種別
	建築主等　／　リース事業者

	
	氏名（ふりがな）
	

	
	所属部署名
	

	
	役　　　職
	

	
	所　在　地
	〒



	
	電話番号

（代表・直通）
	

	
	ＦＡＸ番号
	

	
	Ｅ－ｍａｉｌ
	


１．エネルギー計測対象施設
１－１　計測対象施設数

施設数合計　　　　件

業種：　　　　　　　　　　　　　　

	　　延床面積※
都道府県
	300㎡未満
	300～1,000㎡
	1,000～2,000㎡
	2,000㎡以上
	合計

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	
	


※　エネルギー計測対象面積

（一申請に複数業種が含まれる場合、業種数分だけ表を追加すること。）

業種：　　　　　　　　　　　　　　

	　　延床面積※
都道府県
	300㎡未満
	300～1,000㎡
	1,000～2,000㎡
	2,000㎡以上
	合計

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	
	


※　エネルギー計測対象面積



１－２　計測対象施設情報
	施設名称
	所在地

(都道府県)
	延床面積

（㎡）
	エネルギー等年間使用量※

	
	
	
	
	合計
（GJ）
	用水
(㎥)

	
	
	
	電気

(GJ)
	ガス

(GJ)
	燃料

(GJ)
	熱

(GJ)
	
	

	1
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	2
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	3
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	4
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	5
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	6
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	7
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	8
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	9
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	10
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	11
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	12
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	13
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	14
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	15
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	16
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	17
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	18
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	19
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	20
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	21
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	22
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	23
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	24
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	25
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	合　計
	
	
	
	
	
	
	
	


※熱量換算のデータを保有している場合はその値を記入、ない場合は別添２で計算した値を転記すること。

必要に応じ行を追加すること。
１－３　目標とするエネルギー削減量

	対象施設全体の総エネルギー消費量（改善前）
	GJ／年

	対象施設全体の総エネルギー消費量（改善後の目標値）
	GJ／年

	削減率（目標値）
	％

	目標値の根拠

	


２．計測内容
２－１　エネルギー計測ポイント
	エネルギー
種類
	用途
	計測方法
	計測単位
	計測時間

間隔
	施設数
	計測ポイント数合計

	
	
	
	
	
	
	

	計測の目的、必要性


	エネルギー
種類
	用途
	計測方法
	計測単位
	計測時間

間隔
	施設数
	計測ポイント数合計

	
	
	
	
	
	
	

	計測の目的、必要性


	エネルギー
種類
	用途
	計測方法
	計測単位
	計測時間

間隔
	施設数
	計測ポイント数合計

	
	
	
	
	
	
	

	計測の目的、必要性



· 計測ポイントが複数施設で共通する場合は一つの表にまとめること。

· 表は必要数分作成すること。
２－２　計測装置を用いない計測を行うエネルギー種類・用途とその理由

	エネルギー種類・用途
	

	計測装置を使用しない理由




	エネルギー種類・用途
	

	計測装置を使用しない理由




	エネルギー種類・用途
	

	計測装置を使用しない理由




· 表は必要数分作成すること。
２－３　計測を行わないエネルギー種類・用途とその理由
	エネルギー種類・用途
	

	計測を行わない理由




	エネルギー種類・用途
	

	計測を行わない理由




	エネルギー種類・用途
	

	計測を行わない理由




· 表は必要数分作成すること。
３．エネルギー計測システム

３－１　予定するエネルギー計測装置

（１）基本情報

	エネルギー種別
	メーカー名
	型式
	測定点数
	データ転送方法

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


（２）エネルギー計測装置の選定理由
	エネルギー種別
	メーカー名
	型式
	選定理由

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


（３）基本的機能※以外の機能

	メーカー名
	

	型式
	

	基本的機能以外の機能
	

	本事業実施にあたっての有効性
	


	メーカー名
	

	型式
	

	基本的機能以外の機能
	

	本事業実施にあたっての有効性
	


	メーカー名
	

	型式
	

	基本的機能以外の機能
	

	本事業実施にあたっての有効性
	


３－２　「見える化」手法およびエネルギー使用量の監視が可能な場所

あてはまるもの全てに○印

	エネルギー使用量の表示方法
	専用画面／PC画面／印刷／その他（　　　　）

	エネルギー使用量の監視場所

（印刷以外の方法）
	場所の制限なし／計測対象施設内／特定の遠隔地

	エネルギー使用量の監視個所数

（印刷以外の方法）
	数に制限なし／（　　）ヶ所

	サーバー等からエネルギー使用量監視個所までのデータ送信方法
	専用LAN／無線通信／インターネット


３－３　データ蓄積および表示における特徴

	出力可能なグラフ種類、データの互換性、データ確認方法等特記すべき特徴を記載

	


３－４　エネルギー計測システム図
	※計測装置、データ転送装置、データ転送方法、データ集積装置、データ監視方法、計測内容が分かるよう、下記例のような図を描いてください。（例は削除して申請してください）

[image: image1]


４．省エネルギーに対する現在の取組みと今後の方針

	※省エネルギー診断を受ける者（建築主等）が記載してください。




５．予定する省エネルギー診断事業者

	※省エネルギー診断事業者が申請者の場合は自身のことを記載してください。

	名称
	

	種別
	申請者　／　委託予定先

	代表者役職
	
	代表者氏名
	

	設立
	西暦　　　　年　　月
	資本金
	円

	従業員数
	人
	

	エネルギー計測監視装置を設置した省エネ診断事業の実績（10件まで）

	業種
	規模（延床面積）
	規模（エネルギー量）
	期間

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	その他の省エネ診断事業の実績（10件まで）

	業種
	規模（延床面積）
	規模（エネルギー量）
	期間

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	※省エネルギー診断事業者が申請者でない場合のみ　選定の理由




６．本事業実施にあたり特にアピールする点 
	


７．事業実施体制

	※組織図等で事業実施体制を示してください。個人名の記載は不要です。
※共同申請者がいる場合は、申請者間の関係が分かるようにしてください。

※建築主等が建築物の所有権を持たない場合は、建築物に所有権を持つ者との関係について記載してください。

※省エネ診断事業者についても記載してください。




８．事業実施スケジュール
	※　矢印またはハッチングで作業期間を表現してください。
2009年

2010年

8月

9月

10月

11月

12月

1月

2月

機器購入、契約

工事

エネルギー量測定

省エネルギー診断

報告書作成

確定検査




９．経費明細
（単位：円）

	区分
	項目
	補助事業に要する経費
	補助対象経費
	積　算　内　訳

	Ⅰ．計測装置費
	00,000 
	00,000 
	

	
	1)機器調達費

　装置１
　装置２
2)


	00,000 

00,000

00,000 
	00,000 

00,000

00,000 
	@00,000円×○



	Ⅱ．工事費
	
	
	

	
	1)
2)

3)


	
	
	

	Ⅲ．省エネルギー診断費
	
	
	

	
	委託費


	
	
	

	
	人件費


	
	
	@00,000円/時×○人×○時間

@00,000円/時×○人×○時間

@00,000円/時×○人×○時間



	小計（Ⅰ～Ⅲの合計）
	
	
	

	消費税
	
	0
	

	合　　計
	
	
	

	補助金交付申請額
	
	
	補助対象経費の3分の2以内


（注１）「積算内訳」は、当該科目の金額の根拠（内容、単価、数量等）を記入してください。
（注２）「省エネルギー診断費」は、申請者が建築主等の場合は、想定される外部委託費を「委託費」に、申請者が省エネルギー診断事業者の場合は「人件費」にそれぞれ記入してください。
（注３）人件費単価は、別紙２「人件費単価一覧表」に従って設定してください。
様式３
申請者の概要

	団体・企業名
	

	代表者氏名　
	

	本社住所
	〒

	設 立 年 月
	西暦　　　　年　　月
	資　本　金
	円

	従 業 員 数
	人
	

	団体・企業の沿革：

	

	

	

	

	主要役員（非常勤は役職の前に○印を記す）
	氏　　　名
	年令
	役職名
	担当部門

	
	
	才
	
	

	
	
	 才
	
	

	
	
	 才
	
	

	
	
	 才
	
	

	
	
	 才
	
	

	
	
	 才
	
	

	主　要　株　主
	株　　主　　名
	持株数
	構成比（％）

	
	
	
	％

	
	
	
	％

	
	
	
	％

	
	
	
	％

	
	
	
	％

	
	
	
	％

	事業規模
	従業者数　　　　（人）
	業績（売上）　　（百万円）

	
	前々期末
/　期
	前期末
/　期
	今期末(見込み)

/　期
	前々期末
/　期

	前期末
/　期
	今期末(見込み)

/　期

	
	
	
	
	
	
	

	関 連 企 業
	主要外注先又は仕入先

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	


共同申請者の概要（リース事業者／建築主等）（該当に○印）
	団体・企業名
	

	代表者氏名
	

	本社住所
	〒

	設立年月
	西暦　　　　年　　月
	資　本　金
	円

	従 業 員 数
	人
	

	団体・企業の沿革：

	

	

	

	

	主要役員（非常勤は役職の前に○印を記す）
	氏　　　名
	年令
	役職名
	担当部門

	
	
	才
	
	

	
	
	 才
	
	

	
	
	 才
	
	

	
	
	 才
	
	

	
	
	 才
	
	

	
	
	 才
	
	

	主　要　株　主
	株　　主　　名
	持株数
	構成比（％）

	
	
	
	％

	
	
	
	％

	
	
	
	％

	
	
	
	％

	
	
	
	％

	
	
	
	％

	事業規模
	従業者数　　　　（人）
	業績（売上）　　（百万円）

	
	前々期末
/　期
	前期末
/　期
	今期末(見込み)

/　期
	前々期末
/　期

	前期末
/　期
	今期末(見込み)

/　期

	
	
	
	
	
	
	

	関 連 企 業
	主要外注先又は仕入先

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	


共同申請者の概要（リース事業者／建築主等）（該当に○印）
	団体・企業名
	

	代表者氏名
	

	本社住所
	〒

	設 立 年 月
	西暦　　　　年　　月
	資　本　金
	円

	従 業 員 数
	人
	

	団体・企業の沿革：

	

	

	

	

	主要役員（非常勤は役職の前に○印を記す）
	氏　　　名
	年令
	役職名
	担当部門

	
	
	才
	
	

	
	
	 才
	
	

	
	
	 才
	
	

	
	
	 才
	
	

	
	
	 才
	
	

	
	
	 才
	
	

	主　要　株　主
	株　　主　　名
	持株数
	構成比（％）

	
	
	
	％

	
	
	
	％

	
	
	
	％

	
	
	
	％

	
	
	
	％

	
	
	
	％

	事業規模
	従業者数　　　　（人）
	業績（売上）　　（百万円）

	
	前々期末
/　期
	前期末
/　期
	今期末(見込み)

/　期
	前々期末
/　期

	前期末
/　期
	今期末(見込み)

/　期

	
	
	
	
	
	
	

	関 連 企 業
	主要外注先又は仕入先

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	


様式４
                                                                  番　　　号
                                                                  年　月　日
  株式会社日本総合研究所
　代表取締役社長　木本泰行　殿
住　　　所
申請者（もしくは共同申請者）　名　　　称
代表者等名　　　　　　　　印
  （事業者名称）は、平成２１年度省エネルギー計測監視等推進事業補助金の交付申請するにあたり、同公募要領１－２（２）③に示される補助事業者の要件を下記の通り満たしていることを誓約します。

記
１．（事業者名称）は、次の各法律の各規定による各申立てがなされておりません。

①　旧商法（明治32年法律第48号）第381条の規定による整理開始の申立て若しくは通告
②　破産法（平成16年法律第75号）第18条若しくは第19条の規定による破産の申立て
③　旧和議法（大正11年法律第72号）第12条の規定による和議開始の申立て
④　会社更生法（平成14年法律第154号）第30条の規定による更生手続開始の申立て
⑤　民事再生法（平成11年法律第225号）第21条の規定による再生手続開始の申立て
２．（事業者名称）は、過去３年度間公租公課の滞納がありません。

３．（事業者名称）は、本補助事業を推進する上で必要とされる、計測機器の設置、平成２３年度までの継続的なデータ取得、省エネルギー診断および省エネルギー改善等の措置を適切に遂行できる体制を有しています。

３．（事業者名称）は、平成２１年度「省エネルギー計測監視等推進事業」公募要領　　１－２（２）③に示されるその他の要件（　1)、2)　）を満たしております。
以上

申　請　受　理　票

申請者
申請者名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

代表者役職・氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　殿

株式会社日本総合研究所

平成２１年度省エネルギー計測監視等推進事業　公募申請書類を受領いたしました。

· 本申請受理票は、申請書類を受領したことを通知する書類であり、申請書類に不備がないことを証明する書類ではありません。







様式２























連　　番　　　　／　　















































監視











様式５





受付番号　






































「受付番号」は日本総研で記入。


「連番」は省エネ診断事業者が複数の建築主等と共同申請する場合に（連番／全申請数）を記入。





連　　番　　　　／　　





受付番号　





監視





インターネット





受信装置





携帯


パケット通信





省エネルギー事業者





店　舗





携帯


パケット通信





携帯


パケット通信





転送装置３





転送装置２





エレベータ





転送装置１





暖房


厨房





センサー


転送装置





センサー





ガス





換気





空調





照明











※エネルギー量を時刻別に計測し、計測データをサーバー等に自動的に転送、保管する機能









